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経済学研究 46-3
北海道大学 1996.12

<翻訳>

政治システムの環境政策対処能力事

マーティン・イェニッケ

本田宏・吉田文和訳及び解説

Martin J anicke，“The Political System's Capacity for Environmental Policy，" 

Forschungsstelle f臼rUmweltpolitik(FFU) Freie Universitat Berlin 1995叫

要 約

本稿は，環境政策の成功例に関する国際比較研究に依拠し， I環境政策・管理対処能力」という概念の分

析枠組みとしての有効性を論ずる。同時に，環境政策対処能力の強化という視角と，その実地における諸

段階がどのようなものになりうるかを説明する。

「一国が持続的発展の道を歩むことのできる能力は，その国の地理的環

境的条件のみならず，その国民とその国の制度がもっ能力によって，相

当程度決定づけられる。こうした意味の能力の開発には，その国の人的，

科学技術的，組織的，制度的，及び資源上の能力が含まれるJ(アジエン

ダ21，第37章)

1.環境政策・管理能力

ニクラス・ルーマンによれば，環境問題は「政

策によって為すべきことが多いにもかかわらず

為しうることは少ない，ということを端的に明

らかにしているJ(Luhmann 1990 : 169)。

OECDもまた，少なくとも新しい環境問題につ

いて，似たような見方をしている。「幾つかの事

例において，既存の対処能力は新しい問題の登

場によって不適当なものとなり，こうした試練

の認識はそれを解決する多くの制度の能力より

も速く拡大しているJ(OECD 1994 : 11)。また，

ネ本稿は1995年6月 13~15日ゴーテンブルクで開催さ

れた「環境と社会に関する北欧学術会議」におりる
基調報告を拡充したものである。
ベルリン自由大学政治学科環境政策研究所 (FFU)， 

1995年6月

他の識者は，予防的環境政策に関して，政治シ

ステムに内在する限界，もしくは「政府の失敗」

を論じている(Janicke1990)。幾つかの分野で

はさらに， Iコントロールシステムが，コントロ

ールすべき対象である者に取り込まれてしまう

状況J(OECD 1992 : 46)が議論されている。

これらの論点は，より一般的に「環境問題に

よる政策能力の過重負荷jと呼ぶことのできる

事態を示している。

それでは環境保護能力とは何か。 OECDはそ

れを広く「社会が環境問題を認識し解決する能

力J(OECD 1994 : 8)と定義している。それに
より特定された見方をとれば，この概念は，あ

る特定の問題を成功裡に解決する際の必要前提

条件とその客観的限界を示している。この限界

を超えると，アクターの幸運や技量，強い動機

に恵まれたとしても，失敗するのである。こう
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した客観的限界の例としては，生態学的，技術

的，あるいは行政的知識の欠如や，物質的ある

いは法的資源の欠如，既得権益に対する環境保

護組織や制度の弱体性，などがよく知られてい

る。持続的発展に関する論議から得られる重要

な教訓は，環境保護の条件を向上させる方法を

表現する概念を，長期的展望に立った戦略に含

める必要があるということである(能力強化)。

一般的に言えば，能力の問題は環境政策に特有

のものではなく，他の政策分野にもみられる。

にもかかわらず環境政策は，政府介入の限界を

議論するには格好の分野である。

また，一国の環境保護能力は政府政策に限定

するわけにはいかず，むしろあらゆる種類の社

会的勢力にますます依存するようになってい

る。そのため私は「環境政策・管理能力」とい

う用語か， OECDの言う社会の「環境問題対処能

力J(OECD 1994) という用語を好んで使う。

2.先進工業化諸国における対処能力の限界

環境保護の能力強化(もしくは開発)に関す

る議論は現在までのところ主として発展途上国

に限定されてきた。これらの諸国は成功した「援

助国J(OECD 1995)からノウハウ等の移転を受

ける候補になっているというわけである。した

がって先進諸国は議論の余地のない模倣対象と

いうことになる。しかし本当にそうだろうか。

すでに工業化された諸国にも環境問題対処能

力の発展があったことは疑う余地がない。この

ことは大気や水の汚染管理，あるいは自然保護

区域のような分野における環境政策措置の成功

例によって実証可能である。幾つかの先進民主

主義国では環境政策能力の顕著な向上がみられ

た。しかし同時に，エコロジー的に持続的な戦

略への障害も無視すべきではない。したがって

環境問題対処能力の強化という論点は工業化諸

国にとっても依然重要性を失ってはいない。

また，先進民主主義国においても環境政策及

び管理の成否は解決すべき問題の種類にもよ

る。これまでの成功例は，市場や重要な社会制

度への制約なしに(つまり主として技術的基準

の「追加jによる解決法を用いて)対処できる

問題におおよそ限られていた。大きな環境問題，

特に長期的な資源管理の問題に関しては，政府

の失敗と政策の過重負荷が通例である。

工業化諸国の環境政策の実績を概観すると，

1970年から1990年までの聞に， S02や浮遊微粒

子の排出，国土に占める自然保護区域の割合，

下水道設備人口比といった指標に関して，全般

的な向上がみられたことは確かである。しかし

ながら家庭廃棄物や自動車交通の影響，市街地

の割合といった点は，ほとんどの工業化諸国で

悪化している Oanickeet a1.1995)。土壌や地

下水の汚染や有害廃棄物についても同じことが

言える。しかしこれに関しては国際比較の可能

なデータが不足している。しかもこれは環境問

題対処能力が低い分野に典型的な状況なのであ

る。このことが示しているのは，個々の問題の

構造が環境政策とその能力を評価する際に重要

になるということである。

とりわけ，持続的発展という政治的な困難を

抱える分野においては，主として先進工業化諸

国の条件こそが，どのようにして環境政策・管

理能力を開発し向上させるかという課題を提供

している。

3.環境問題対処能力:概念の有用性

環境問題対処能力という概念の有用性は以下

のように要約できょう。

この概念の第一の重要な機能は，政策的介入

の成功に客観的限界があることを強調する点に

ある。環境政策(もしくは他の政策)の失敗は，

多くの分析が行っているような，政策手段の選

択の誤りやその他の「介入の失敗J(OECD 
1992)に帰すようなやり方だけでは説明できな

い。特定の政策の結果を説明しようとする際に

は，正しい選択がなされたかどうかだけでなく，

種々の選択肢が入手可能であったかどうかも考
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慮する必要がある。

この概念の第二の利点はおそらく，発展とい

う概念との密接な関係にある。政治発展もしく

は近代化[政治的革新]は，能力強化の過程と

して見ることも可能である。このような視角で

の分析はすでに1960年代及び70年代における発

展途上国に関する研究が行っていたが (Pye

1966， Binder et al. 1971)，この伝統は持続的

発展に関する論議の中で近年復活してきてい

る。政治発展もしくは近代化は，社会問題や社

会的危機に反応して(もしくは予見して)登場

した問題解決能力の新しい段階の制度化及び内

面化として，一般的に定義することができる

(Janicke 1973)。そしてこの定義は工業化諸

国にも適用できる。したがって政治発展の概念

を発展途上国に限定すべき理由はない。能力強

化の概念は，特定の政策の発展を分析するさい

にはまた意義がある。比較的新しい分野である

環境政策はその好例である。

このことは第三の利点につながってくる。す

なわち，環境政策・管理能力の概念は，各国聞

の能力の相違と，一国内の諸々の能力の発展度

の相違を比較するための道具を提供する。

能力の分析は特定された問題の解決の構造的

前提条件を扱うので，能力概念の最後の利点は

その実践指向と，これまで未解決の問題が内包

する難点に関するリアリズムにあるといえるか

もしれない。

この概念の主たる機能は結局，環境政策の分

析の焦点を変えるところにある。その意味でこ

の概念は第一義的には発見法的な分析道具であ

る。したがって我々はこの概念を操作化させる

可能性を過大評価すべきではない。もっとも，

能力概念が具体的問題に関係する限りでは概念

の操作化も可能であろう。しかし他方で，例え

ば種々の制度について言及する場合，我々は能

力の概念をもっと広い分野に適用するか，その

制度のもつ具体的な任務の総称に適用してい

る。この場合は概念の操作化は難しくなる。ま

たいかなる種類の評価も，すなわち成功または

失敗の診断も，明示的な規準に基づいて行われ

るということも念頭に置くべきであろう(Bart-

lett 1994)。

慎重さを要求するもう一つの理由は，能力の

概念と，具体的状況における具体的なアクター

にとっての有用性が違うという点にある。しか

しこのことは重要なので後にもっと詳しく説明

することになろう。

4.分析枠組み

4. 1.環境政策の成否を決定づける要因

環境政策の成功を決定づける条件に関する幾

つかの研究の中で(Janicke/W eidner 1995， 

Janicke et al. 1995)，我々は政策結果の相違を

説明するために一連の要因のカテゴリーを開発

してきた。これら一連のカテゴリーは，再度定

式化し直せば，環境問題対処能力の分析にも有

用となろう。

通常，環境問題を認知するとアクターは，シ

ステムが課す条件と具体的状況の文脈との制約

下で(典型的には敵対する対象集団に向けた)

戦略を開発し実行しようとする。その際，行為

の結果は以下の要因から主として影響を受ける

(図1参照)。すなわち， (a)アクター (b)戦

略 (c)システムが課す枠組み条件 (d)状況

的文脈 (e)問題それ自体である。さらに，問

題構造と問題への対応能力の双方が経済状況か

ら強い影響を受ける。もちろん，これら全ての

要因は国際情勢の文脈の中で見る必要がある。

このような体系化の主たる目的は，環境保護

の成否が単一の孤立した要因，例えばある一つ

の好みの政策手段や特定の一種類のアクター，

あるいはある一つの特定の枠組み条件や制度に

よってではなく，様々な要因の複雑な相互影響

によって決定づけられるということを明らかに

するところにある。なぜ、なら環境政策・管理に

関する文献には，特定の一つの措置を強調する

断片的な提案が数知れないからである。
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図 l 環境政策過程のモデル

構造的枠組み条件

状況的文脈

制度的要因

経済的 要因

l 

i 

l 

t 

情報的要因

経済実績

そうした「単一要因的J見方の欠陥は環境政

策手段をめぐる延々と続いてきた論議を例にと

ればよくわかるだろう(この種の論議はときに

「今年脚光を浴びた手段」をめぐる議論となり

がちである)。もちろん，政策手段の長短を評価

することは必要である。しかし最近の研究が指

摘しているように，手段をめぐる従来の論議は

機械的なトップダウン型の政策過程のモデルに

基づいており，非常に多様な要因どうしの複雑

な相互影響のダイナミクスを無視してきた

CSabatier/Jenkins-Smith 1993， Heritier 

1993， v. 

1995)。
Prittwitz 1994， Janicke/Weidner 

したがって構造的枠組み条件と，手段が適用

される具体的状況の文脈のどちらも無視するこ

とはできないし，現実に適用される手段それ自

体よりも重要であることがしばしばである。同

様に重要なのは戦略全体の中で個々の手段の果

たす役割と，柔軟に適用される手段の変遷であ

る。柔軟に設計された手段は，状況の変化に巧

みに対応し，汚染者の弱点を突き，また過去の

教訓から学ぶ、余地を与える。その一つの例は「予

防的介入jと呼ばれる手段である。この場合，

介入は宣言されるにとどまり，したがって政治

的意思決定に伴う紛争を回避できるが，また同

時に，政策に従う意思のある少数の企業に介入

を予期させることによって，環境政策の状況的

条件を向上させることができる。この例では，

手段それ自体よりも適用の仕方の方が重要であ

る。直接規制型の適用だと効率性や政策革新，

規制対象集団の抵抗といった点に弱点があるだ

ろう。しかし直接規制型の手法も伝家の宝万的

なものとして「ヒエラルヒーの傘の下での交渉」

CScharpf 1991)といわれるような戦略に組み

込まれるなら，非常に強力なものとなり，批判

の余地の少ないものとなるかもしれない。いか

なる種類の環境政策手段も一般的な情報伝達機

能をもち，適用される手段の特定の性格それ自

体よりも影響力が大きいことがしばしばであ

る。環境政策手段は，普遍的に認知される問題
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が存在しその解決のために行動する意志がある

ということを汚染者に伝えるのである。

また今日，関係するアクターに手段を自由に

選択させるという協調的目標設定メカニズム

が，政策手段の優劣をめぐる問題よりも重要性

を増しているように思われる。

手段をめぐる断片的な論議に反対する論拠

や，政策結果に影響を及ぼす可能性のある要因

は，枚挙にいとまがないだろう。ある一つの個

別要因の過大評価を防ぐためには，少なくとも

以下の(幅広くなるが)カテゴリーを組み合わ

せることが，政策結果の説明には不可欠であろ

フ。

a)アクター:これには特定争点の提唱者と反

対者，支持者集団，第三者が含まれる。通常，

アクターは組織や組織間同盟の代表者である。

しかし組織や制度にまたがる主要なミクロアク

タ一間の同盟である場合も多い。アクターは確

固とした一般利益と「中核的な信条」

(Sabatier /J enkins-Smith 1993)を持つ。同
時に一般利益の定義は変化する可能性があり，

状況に応じた意見や態度はさらに変化を受けや

すい。アクターの行為能力はその強さ，力量，

情勢の他，構造的枠組み条件にも依存する。ま

た個人的な意志と技量も重要である (Shonfield

1969， Schmidt 1993， OECD 1995 : 5も参照)。

シュンベーターはこの点を技術革新との関係で

強調した。しかしそれは政策革新についても重

要なのである。

b)戦略，すなわち問題への一般的なアプローチ

は，長期的目標のために能力と状況的機会を意

識的に利用することを指す(Bartelmus1994， 

Carew-Reid et al. 1994， Hey/Brendle 1994 

も参照)。戦略には付随的目標の他，手段の長期

的適用，さらに重要なのは能力の意識的改善が

含まれる。戦略は入手可能な知識や戦略的協調

行動の可能性といった能力に依存する。環境保

護はその提唱者が占める一般的には弱い政治的

地位を補うためにも戦略を必要とする。そのた

めには時間の有効利用が重要となる。現在実施

不可能な環境政策措置でも 5年以内には実行可

能となるかもしれない。短期的な失敗が長期的

な成功となった例は少なくない。

c)構造的枠組み条件:これは環境保護行為を

条件づけるシステム要因，あるいは主要アクタ

ーの機会構造を指す (Kitschelt1986)。政策分

析は一般に，政策行為に影響を及ぽす政治的，

経済的，及び文化的枠組み条件を区別している

(Feick 1992， Kern/Bratzel 1994)。私はそれ

とは少し異なる分類をしたい。

1)認知・情報に関わる枠組み条件:これは環

境に関する知識が生産され，配分され，解釈

され，適用される条件を指す。知識なしには

(認識される)問題も，それへの世論の関心

も存在できず，したがって政策過程も始まら

ない。その意味で知識は第一の要因となる。

認識に関わる機会構造(Jahn 1993 : 178)，す

なわち社会が環境の状態をどう解釈するか，

はそれに続く第二の要因となる。文化はどち

らかと言うと背景的条件に属するものではあ

るが，環境問題の脅威と解決策の選択肢に関

して入手可能な知識は，世論一般の環境意識

と合わせて，環境保護のアクターにとって直

接的な資源の一つである。

2 )政治制度的枠組み条件:憲法的，制度的，

及び法律的構造や，慣例化した規則や内面化

した規範比諸要因の相互作用の枠組みとな

る。この文脈で特に強調すべきは参加や統合，

長期的行為のための条件である。

3 )経済・技術的枠組み条件:これは経済実績

や技術基準，産業の部門構成，あるいは原料

資源の全般的な入手可能性を指す。一人当り

GNPは現存する能力の重要な決定要因とな
る。しかし文化の場合と同様に，アクターの

行為に及ぽすその影響力はおおよそ間接的な

ものにとどまる(ただし問題構造に及ぽす影
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響力についてはこの限りではない)。また再び

文化の場合と同様，経済的技術的条件は環境

問題対処能力を向上させる際の対象にはしに

くい。しかし価格構造のような要素は，直接

の影響を行為に及ぽす上， C例えば財政)政策

によって容易に操作することができるかもし

れない。

d)状況的文脈:これは行為に影響を及ぼす短

期的変数をいう CFeick1992， Sabatier / 

J enkins-Smith 1993)。その重要性は，フランス

革命が近隣のヨーロツパ諸国にもたらした状況

的変化(主要アクターの機会の変化)に関して

すでに研究されている。環境政策と環境管理の

場合には，新聞の見出しを飾り世論を沸騰させ

るような具体的な汚染問題が変化の強力な原動

力となる。ボパールやセベソ，チェルノブイリ

といった大事故は環境保護の担い手に突如とし

て状況的な機会を提供してきた。我々が分析し

た12のOECD諸国における36の成功例で，世論

の直接的な圧力が重要な状況的役割を果たした

(Janicke/Weidner 1995， Conrad 1995)。も

う一つの状況的変化の例は，環境保護措置によ

って環境利益だけでなく経済利益も同時に追求

できるというプラスサム図式の発見である。ま

た状況的変化は直接的な効果をもたらすことも

ある。例えばドイツの産業界がカドミウムの使

用量を減らし始めたのは，カドミウムに関する

スウェーデンの立法化に主として反応した結果

であるが，そのことはさらにドイツ圏内でのこ

の問題の論議に火をつけた(Janicke/W eidner 

1995)。しかし他方で不況時には環境政策と環境

管理は不利な条件下におかれることになる。

e)問題の性格 CSolesbury1976， Sabatier/ 

Jenkins-Smith 1993) :問題の解決が容易か困

難か。また汚染問題が緊急でb社会一般に影響を

及ぽすものであるか，現在は潜在的にすぎず将

来の世代を脅かすものであるのかということも

重要な分岐点となる。同様に汚染者が強い経済

力と強い社会的影響力を有し，しかも容易な選

択肢が見つからない場合なのか，それとも規制

対象集団が弱い，もしくは技術的その他の解決

策がすでにある場合なのか，こういったことも

重要な違いとなる。「多くの問題がもっシステム

に内在的，あるいは構造的な性質JCCarew-Reid 

et al. 1994)は，当該社会の対処能力を狭める

障害となりえる。

上述の成功した環境政策は，これまでのとこ

ろある種の問題に限られている。第l段階では，

先進民主主義国が一般に「汚染の希釈J，ごみの
収集，自然保護区の設定で管理できた。のちに

なって，全ての種類の末端処理対策，リスク管

理，危険物質の代替がおきる。ここで汚染削減

面での成功は可能である。しかしながら広い範

囲での環境政策の失敗がある。すなわちそれは

廃棄物の削減，放射性廃棄物処分，土壌地下水

保全，道路交通安定化，持続的土地利用，生産

過程への資源投入の絶対的削減などである。こ

れらの問題を特定することはできるが，解決で

きない。

4. 2.環境問題対処能力とその活用

上述の 5つのカテゴリーは対処能力の分析に

も使うことができるだろう。ただしその際，行

為に影響を及ぼす比較的安定した条件を指す

「能力」とその「活用」とを区別する必要があ

る。能力の活用は，環境政策と管理の主観的及

び状況的局面に関係がある。

上記のモデルは以下のように整理し直すこと

もできる。

環境保護の「対処能力」は以下の要素で

構成される。

(1) 環境保護を担う政府・非政府組織のア

クターの強さ，力量，及び構成・相互

関係

(2) 環境保護・管理に影響を及ぽす枠組み

条件 Ca)認識・情報に関わる条件
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(b)政治制度的条件 (c)経済的・

技術的な条件

既存の対処能力の「活用Jは以下の要素
に依存する。

(3) アクターの戦略，意志，及び技量

(4) アクターの状況的機会

このことは次のこととも関連づける必要

がある。

(5) 問題の種類:問題の緊急性，規制対象

集団の有する強さ，資源，及び選択肢

対処能力は，結局，環境政策の成功とその上

限を決定づける構造的な必要条件を画定する。

この上限を超えると，たとえ環境保護の担い手

に技量や高い動機づけ，状況的機会があったと

しても，政策は失敗するのである。

上述のような分析モデルの再定式化には「ア

クター」というカテゴリーに関する重要な変化

が含まれている。環境保護の成功失敗の事例(政

策結果)を説明しようとする場合，我々は環境

保護の担い手とその敵対者，及びアクターの行

為を規定する条件との聞の相互影響の夕、イナミ

クスを分析しなくてはならない。しかしこの文

脈で関係があるのは環境問題対処能力であり，

第一義的に我々の関心の対象となるのは環境政

策・管理の担い手となる組織の方である(その

際，敵対する規制対象集団の汚染者は阻害要因，

つまり問題の構成要素として扱っている)。もち

ろん，規制対象集団である汚染者自身も教訓を

学ぶし，ときには環境保護の近代化の担い手と

なることもある。この種の環境革新もまた重要

であり，これに対しては特別の事件のみならず，

枠組み条件，例えば社会全般の高い環境意識や，

環境利益を政策過程に統合するような制度枠組

みも影響を及ぽすことがある。おそらくは，環

境利益の担い手に機会を提供し， (しばしば過去

の環境保護活動に端を発するような)枠組み条

件は同時に，汚染者の革新的反応をも説明でき

るであろう。しかし環境保護に効果的に敵対す

る規制対象集団の手にする構造的な機会は，独

自のダイナミクスをもっているがゆえに，区5JU

して分析しなくてはならない。規制対象集団が

もっ構造的な機会と，この集団が環境保護の担

い手に及ぽす阻害的効果とを別々に分析するこ

とは，実際のところ，環境保護の担い手の能力

が特定の問題の解決に適切であるかどうかを評

価するために必要になるのである。

5.環境政策・管理能力:研究に基づくいくつ

かの知見

対処能力強化の問題に入る前に，環境政策・

管理に関する研究のいくつかの成果を要約して

おきたい。これによって，環境政策と管理の能

力を構成する上述のカテゴリーに関連づけられ

る幾つかの影響要因を概観することができるだ

ろう。

5. 1.環境保護の担い手となるアクターのも

つ能力

環境政策の担い手は政府の環境保護特別行政

機関であることもあれば非政府の環境保護組織

であることもある。また環境政策の国際比較研

究が示すように，特定の組織内の文脈では個々

の「人々も違いを生むJ(Jacobson/Brown 
Weiss 1994 : 7， ]anicke/Weidner 1995， 

OECD 1995)。
アジエン夕、21にならい，環境問題対処能力の

研究は一般的に組織や制度の強さだけでなく，

担い手の能力も強調している。すなわち人的資

源の役割，技術的ノウハウ，機能的技量などで

ある (OECD1995)。

(a) 環境保護政府機関:このような政府機関

の創設は政策措置の成功の最も重要な条件とみ
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なしでもよいようにも思える。「汚染対策は発展

する前にまず創造されねばならず，また対策の

創造には担当機関の構築も含まれるJ(Weale 

1992 : 14)。以前に触れた36の事例研究が示した

のは，全国レベルまたは地方[州，県]レベル

の環境保護の場合，政府による規制が変化を直

接に促す要因としては最も重要であった

Oanicke/Weidner 1995， Uebersohn 1990も

参照)。このように政府が果たす支配的な役割

は，企業が何を影響力のある要因と認識してい

るかということに関する研究によっても確認さ

れている (Gothenburg Research Institute 

1995， Brinkmann/Kirchgeorg 1995)。しかし

また，こうした政府の影響力は力量のある政権

のみが行使できると推論しでもいいように思え

る (Kitschelt1983， Knoepfel 1993， J acob-

son/Brown羽Teiss1994， OECD 1994)。ごく

最近の研究ではさらに，環境計画機関の重要性

も強調されている (Andrews1993， OECD 

1994， Weale 1992も参照)。

残念ながら環境担当政府機関の早期の制度化

が環境政策の実績の良さにつながっているとい

う仮説を検証することは難しい Oanickeet aL 

1995)。というのもほとんどの工業化諸国がほぽ

同じ時期， 1972年のストックホルム国連環境会

議の前後に，環境省庁を創設したからである。

ルクセンブルクやノルウェーのような小国はそ

れより遅れたが，近隣諸国の経験を活かすこと

もできた。東ドイツやハンガリー，ポーランド

といった東欧諸国は他の国々と同時期の1970年

代初頭に制度化を開始したものの，多くの分野

で失敗してきた。このことが示すのは，形式的

な制度化と実質的な制度化を区別する必要があ

るということである。民主的なシステムでは厳

密な意味での制度を創設するのは比較的容易で

あるかもしれない。このような制度は，安定し

て予測可能性のある，内面化され，尊重される

行動パターンとして定着する (Huntington

1965)。西欧と東欧における環境保護政府機関の

有効性の相違は，この種の政府機関の機会構造

が重要であることの証拠であるようにも思われ

る。旧共産主義諸国においては，環境保護政府

機関には厳密な所轄権限もなければ強力な環境

保護運動や独立のメディアからの支持もなかっ

た。

もう一つ触れておいてもよいのは，代表民主

制の中央機関の役割が実証研究においてはあま

り重要視されていないことである。ベルリン自

由大学環境政策研究所による幾つかの国際比較

研究の結論は，左翼政権と右翼政権の区別は環

境政策の相違に対する説明力に乏しいというこ

とである Oanicke1992， Binder 1993， Fey 

1994， Kern/Bratzel 1994)。環境政策の成功例

に関する我々の研究においてはまた，政党の影

響力も重要な要因ではないことが判明した

(Haberle/Herbert 1992も参照)。二つの事例

においてのみ，議会は何らかの役割を果たした

Oanicke/Weidner 1995)。それに対してシュ

トロムとスヴインドルの国際比較研究

(Strom/Swindle 1993)によれば，政権与党

の経済成長路線は大気汚染管理に悪影響を及ぼ

す。またアメリカ合衆国議員の票決行動に関す

る研究も，政党聞の相違がもたらす効果が比較

的大きいことを示している (Calvert1989， 

Khator 1993も参照)。政党間競争それ自体

(Enloe 1975， Bomer-Christiansen/Skea 

1991)は，特に緑の党が政党システムに存在し

ている場合，少なくとも環境政策の形成には重

要な要素であるように思われる。

(b) 非政府の担い手:今日，環境保護の非政府

の担い手として重要なものは3種類あり，どれ

も汚染者に直接の影響力を及ぽすことができ

る。すなわち，

1)環境保護団体 (36の事例のうち4例で直接，

急進的な変化をもたらした)。

2 )マスメディア

3 )環境保護の点で進歩的な企業。これが産業

界における環境保護の重要な要素となったの

はごく最近のことである。
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環境政策の研究は，環境保護団体が汚染者に

及ぼす直接的な影響力の増大(例えばLester

1989， Weale 1992， Janicke/Weidner 1995) 

を強調するのみならず，環境保護の難しい課題

に積極的に取り組む企業の数の増加も指摘して

いる(例えばSteger1992， Shrivastava 1992， 

Fischer/Schot 1993， Conrad 1995)。この状況

は，北欧3ヵ国(ノルウェー，スウェーデン，

フィンランド)の企業が外部のどのアクターか

ら環境保護に取り組むようにとの圧力を受げた

と考えているか，を調査した結果が示している。

すなわち，これらの企業は，主要なアクターと

して政府(回答の90-97%)，顧客(同51-65%)， 

環境NGO(26-35%)の順に挙げたのである

(Gothenburg Research Institute 1995)。マス

メディアも，ある類似した研究で扱われており，

ドイツでは第二位に(一位は政府，三位が

NGO) ，ノルウェーでは第三位 (NGOと同位)

に位置付けられている(Brinkmann/Kirch-

georg 1995 : 386)。

5. 2. アクターの行為を拘束するシステム要

因(機会構造)

5.2. I .認知・情報に関わる枠組み条件

環境に関する知識と，世論の環境意識が環境

政策と管理に影響力を及ぽす重要な要素である

ことは疑う余地がない。我々の研究における環

境政策36の成功例のうち5例についてのみ，世論

の環境意識が少なくとも重要な背景的要因では

なかった Oanicke/Weidner1995， Conrad 

1995)。

一国の文化と価値体系もまた環境政策の研究

ではその重要性が強調されてきた(特にOECD

1994)。例えば脱物質主義的価値観(Inglehart

1989)の比率の高さが環境政策の成功のための

文化的な前提条件であると考えてもおかしくは

ない。また(例えばドイツとフランスを比較し

た場合のように)環境意識の相違もしばしば文

化の相違によって説明されてきており，そのよ

うな説明の仕方ももっともらしく思える。しか

し文化は世論の意識に影響を及ぼす唯一の要素

ではない。先に触れたように文化的伝統はむし

ろ背景的条件である。また脱物質主義は一人当

たりGDPと統計的に相関関係があるが，実はこ

のGDPの方が環境保護の向上とははるかに密

接な関わりをもつのである(Binder1993)。環

境保護対処能力の向上に関して最も重要な課題

は，文化的伝統を変えることではなしむしろ

情報伝達に関わる能力を向上させることであ

る。したがってここの文脈では文化的要素を過

大評価しない方がよい。

それに対して環境に関する知識と，知識の生

産，普及，解釈，及び適用が行われる条件とは

非常に重要である (OECD1994)。ジエイコブソ

ンとブラウン・ヴアイス oacobson/Brown 
Weiss 1994)はなかでも，環境政策が成功する

条件のーっとしてJ知識共同体J(Haas 1992も
参照)の存在を重視している。新しい問題やパ

ラダイムに対して科学の世界が聞かれているか

どうか，またマスメディアが新しい争点に対し

て聞かれているかどうか，こういったことも環

境政策には重要である。さらに(公共機関によ

る)環境報告書が果たす役割もヴァイトナー他

による国際比較研究で強調されている (Weid-

ner et al. 1992)。環境の危機に関する知識は世

論の環境意識が形成されるための必要条件であ

る。その欠如は，環境利益の表出をあからさま

に抑圧することと機能的には等しい効果をもっ

と考えられよう。

しかし知識の広がりだげが重要なのではな

い。政策アクターの指針となるパラダイム，も

しくは「既存の知識と思考の構造J(Vowe 

1994: 424，及び、Nullmeier1993， Keck 1993も

参照)もまた，政策研究においてますます重要

視されてきている。環境保護の指導的パラグ、イ

ムは戦略に決定的な影響を与える。もしパラダ

イムが可視的な汚染に焦点を合わせているな



170 (342) 経済学研究 46-3 

ら，高煙突政策が適切な対応策とみなされるか

もしれない。またもしそれが排出源に焦点を合

わせているなら，末端処理型の対策で十分のよ

うに思えるだろう。それに対してパラダイムが

環境と調和した持続的発展であるなら，生産過

程への資源投入量の削減が適切な解決策と映る

かもしれない。さらに既存の環境統計も政策の

指導的ノfラ夕、イムに依拠している。

5.2.2.政治制度的枠組み条件

環境政策の結果にとって制度的枠組み条件が

重要で、あることは文献で以前から指摘されてき

たが，これに関する国際比較研究は困難である

ことがわかっている (Binder1993， Strorn~ 

Swindle 1993)。制度的枠組み条件と考えられ

るもののうち，参加能力，統合能力，及び戦略

的行為能力として概念構成できる3つの局面

Uanicke 1992)が最も重要であるように思わ

れる。

(1) 参加能力:政策過程への参入を規制する構

造が開放的であるかどうかは環境利益の機会構

造を構成する重要局面の一つであり，これまで

の主な研究に共通する主題であった (Nelkin~

Pollak 1981， Kitschelt 1983， Janicke 1990， 

Weidner 1995， Weale 1992， Zillessen et al. 

1993， Hey ~Brendle 1994， OECD 1994， 

Carew-Reid et al. 1994)。その際，分権的国家

構造と強力な地方自治体は参加を促す条件のー

っとみられている。その一例としては気候変動

防止政策において都市が果たす役割が挙げられ

る(OECD1994a)。また環境保護運動からの圧

力も政治システムの全般的な開放性と近代化の

重要な要素として触れられることがある

(Paenhlke 1990， Janicke 1993， Weidner 

1995)。さらに「保護的」利益に対する司法シス

テムの開放性もまた参加を促す一種の触媒とみ

なされている (Weidner1995)。環境保護の担い

手にとっての資源という観点からみると， (少な

くとも 3ヵ国で原子力エネルギー政策の転換を

もたらした)国民投票のような憲法上の制度や

環境法が重要な道具とみなされている。

(2) 統合能力:参加と分権化が[分裂と腰着状

態をもたらすことなく有効に機能するために

は]高水準の統合が必要となる。従来の研究は

一般的に自発的協調，いわゆる「合意形成能力」

Uanicke 1992)を，環境政策が成功する制度

的条件のーっとして強調してきた (Lundquist

1980， Kelrnan 1981， Kitschelt 1983， Brickrnan 

et al. 1985， Janicke 1992， Fey 1994， Zillessen 

et al. 1993， OECD 1994， Carew-Reid et al. 
1994)。パダラッコによれば[敵対よりも]I協

調の方が優れたやり方であり」コーポラテイズ

ムは環境政策に良い(Badaracco1985)。我々自

身の研究もコーポラテイズムの議論を考慮して

いる。我々の研究によればOECD諸国において

低い失業率と環境の向上は相関関係にある

Uanicke 1992， Binder 1993)。このことが示

すのはおそらし汚染管理が比較的成功した国

では環境政策と雇用政策が競合するものとはみ

なされていないということであろう。しかしこ

のことはまた同時に，雇用政策における効果的

な運営メカニズム，例えばコーポラテイズムや

協調的行為，あるいは協調的メカニズムといっ

たものが，産業政策や雇用政策にのみならず

(Schrnidt 1986， Traxler ~Unger 1991)，汚染

管理にも効果があることも意味しているのであ

ろう。 S02f:JF出の削減と低いインフレ率の相関

関係をみると，この制度仮説はもつともらしく

思える(Binder1993)。

統合能力は様々なレベルで重要となる。まず

第一に政策内調整 (Knoepfel1993)，すなわち

特定政策分野の内部統合が重要である。これに

は異なるレベルにおける(さらに異なる省庁所

轄領域に関わる)環境政策の調整が含まれる。

第二の統合領域は政策間調整，すなわち相対立

する政策部門間の統合である (Carew-Reidet 

al. 1994)。第三に，規制対象集団を含む非政府
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アクターと環境政策政府機関との外部統合が必

要となる。「ネットワーク管理J(Carley / Chris-

tie 1994， Dutch Committee for Long-Term 

Environmental Policy 1994， Glasbergen 

1995)は今日非常に洗練された専門的な戦略と

なってきている。

参加能力と統合能力はまた，政治システムの

型を分類する可能性も提供する (Kitschelt

1983)。例えばアメリカ合衆国は開放的だが分裂

型のシステム，フランスは閉鎖的で高度に統合

的な型のシステム，オランダやノルウェーのよ

うな小国は開放的で、統合的なシステム，といっ

た具合にである。

(3) 戦略的行為能力:この能力は (Scharpf

1987， Janicke 1992)現在のところ，環境政策

と管理の制度的能力開発の最高次段階とみなし

てよいであろう。持続的発展に関する制度的議

論において，この能力はほとんど常に重要視さ

れている (Andrews1993，OECD 1994， Carew-

Reid et al. 1994，またWeale1992も参照)。イ

タリアやギリシャのような国々と日本やオラン

夕、のような国々を比較すると，この能力が非常

に異なっていることに気がつくであろう。

一般的にいって協調的政策スタイルは政策革

新に好都合である。なぜなら，対決型の政策ス

タイルの伝統をもっ固に比べ，革新の担い手が

早期に意思決定過程に統合されるからである

(Janicke 1992)。環境政策の目標が幅広い合

意に基づいているなら，政策の実施が容易にな

り，結果として成功することは明らかである。

5 . 2 _ 3 .経済・技術的枠組み条件

我々自身の国際比較研究によれば，一人当た

りGDPが環境政策の結果と最も密接な関わり

をもっている。しかし統計結果は逆説的もしく

は両義的でもある。なぜなら，一人当たりGDP

はある分野では環境の向上と，また別の分野で

は環境の悪化と相関しているからである。浄化

技術や代替製品，高い効率性，あるいはリサイ

クルといった，技術水準に基づく解決策が存在

する場合，環境が向上する見込みは富裕国で最

も高い(Janicke/Monch1988， Janicke 1992， 

Binder 1993)。高い研究開発予算と大気汚染管

理の成功とが相関すること(Binder1993)も，

この主張と符合する。また富裕国の方が比較的

強力な措置を要求し，かっ実施するだけの余裕

があることも，アメリカ合衆国における大気汚

染防止とリサイクル活動について実証されてい

る(Ringquist1993 : 107， Khator 1993 : 218)。

それに対し， (土地利用や土壌汚染，道路交通の

場合のように)技術水準に基づく解決策が発展

していなければ，一人当たりGDPは普通，環境

の悪化を予測する良い指標となる(Janickeet 

al. 1995)0 ['自然保護区域」という指標もまた，

一人当たりGDPと，弱いとはいえ，ある程度の

相関をもっ。しかしこの場合は技術ではなく，

おそらくは当該土地を買うための公共の資源が

入手可能かどうかが，一人当たりGDPとの相関

を説明できるのかもしれない。このことは環境

対処能力と経済実績が関連をもっ第二の局面へ

とつながってくる。すなわち，富裕国の方が公

共の目的のために支出可能な歳入が多いという

ことである。

先に触れたように，経済実績は環境対処能力

を構成する局面の中では難しいものの一つであ

る。これは経済が環境に強力だが矛盾をはらん

だ効果をもたらす，言い換えれば環境問題の構

造とそれを解決する能力の両方に影響を与える

からだけではない。経済が環境保護能力に及ぽ

す影響は複雑であり，研究や教育，情報伝達，

あるいは行政に関わる能力を介した比較的に間

接的なものだ、からである。しかも全般的な経済

状態[の向上]は環境政策がめざすべき目標と

しては理にかなってはいない。

しかしながら一国の経済における技術水準

は，例えば技術移転を通じて比較的容易に，か

つ間接的に，変化させることができるかもしれ

ない(OECD1995)。環境に配慮した商品の価格
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も政策によって操作できるもう一つの経済的条

件である (OECD1991， OECD 1993， Portier 

1994)。経済的枠組み条件のうち，この重要な局

面はよく知られており，ここでは詳しくは議論

できない。

力発展は不断に直線的な過程ではない。例えば

(サッチャ一政権下の)イギリス， (レーガン政

権下，及び最近の)アメリカ合衆国，また(統

一後の)ドイツ，あるいは (1985年以来の)日

本では，環境政策は停滞期にあり，部分的には

制度的能力それ自体も低下した(例えば財政的

6.能力強化 資源や参加能力)。しかしながら，こうした環境

政策の停滞は逆に環境保護団体の地位を強化す

環境対処能力が環境問題を認識し解決する社 る効果をもつこともある。

会の能力に関係しているとすれば，I環境対処能

力の開発はこの能力が開発される“過程"に関 6. 1.環境保護の担い手となるアクター

係してくるJ(OECD 1994 : 9)。これには「能力
を開発する能力」も含まれる (OECD1995)。も

ちろん，能力開発は包括的な戦略としてのみ理

解できる。

政治学には能力という概念について独特の伝

統がある。その際，危機の克服による発展とい

う(エリクソンが1968年に定式化した)概念が

ある種の役割を果たした。この伝統にならい私

は，問題を認識し解決する高次の能力の制度化

として，政治近代化[革新]を定義する。この

政治近代化[革新]は通常，危機(つまり重大

な損失や崩壊が起こる脅威)によって促され，

既存の能力と過去の政策経験によって可能とな

る。制度化には認識と政治行為に関して形成さ

れた新しい慣行の内面化が含まれる。発展を生

み出さない危機は長期的には衰退へとつながる

かもしれない(Huntington1965)。パイ (Pye

1966)やピンダー，アーモンド，コーlレマン

(Binder et al. 1971)，もしくはロッカンは発

展の危機という概念を，潜在的には政治システ

ムの高次の能力へとつながるものとして用い

た。その際，浸透，アイデンティティ，正統性，

配分，参加，及び統合の危機が[類型化された]。

我々の文脈では参加能力と統合能力が特に重要

である。また重要な知識を提供するシステムの

能力も付け加えてよいかもしれない。

1970年以降の環境政策能力の形成過程を観察

してみると，典型的な発展傾向を見ることがで

きる。しかしながら一般的には，システムの能

能力発展の長期的過程は通常，新しい政策分

野の制度化によって始まる。 1970年代初期にほ

とんどの工業化諸国は環境省庁を創設した。創

設後のこの機関は職員や予算，科学的能力が増

大するにつれ，定期的に分化を繰り返してきた。

能力発展の過程にはまた，ぱらぱらの所轄領域

の統合(政策内調整)や，運輸政策やエネルギ

一政策といった「汚染」政策との協調の強化(政

策問調整)も含まれる。多元性と協調性のある，

環境計画中央機関が存在するところでは，制度

的発展が高次の段階にある。その次の段階は都

市や企業内に，協調的な環境計画を策定できる

分権化された機関を分散させることであろう。

能力発展の過程は非政府アクターについても

観察できる。

環境保護団体は伝統的な自然保護から，環境

利益の積極的な表明へと発展してきた。その際

通常，その会員数や資金，力量を向上させてき

た。[組織的には，]これらの団体は分散した，

力量の小さい草の根組織から，しばしば政府や

企業の意思決定に諮問機関のような役割を果た

す一種の中央機関へと発展してきた (Rucht

1991， Roth 1994)。今日， EU (12ヵ国)の主要

環境保護団体のうち，上位5団体だけでl千万人

の会員を有し，またとりわけオランダでは成人

人口のほぼ20%が会員となっている(Hey/

Brendle 1994 : 642)。
次にマスメディアだが，その発展ノfターンは
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模の明確に自立した環境保護団体な通常，少数の新聞が何らかの批判的情報を基に

環境問題を取り上げ始め，やがて環境問題の報

道が，産業界に好意的な対抗メディアも含めた，

比較的広範囲のメディアに定着する。今日ほと

んどの先進民主主義国では環境問題が一般的に

どの種の出版社からも受け入れられている。し

かしながらメディアもまた，環境対処能力の発

展が直線的な過程ではないことを教えてくれる

領域の一つである。例えば幾つかの国々では経

済権力と関係が深く集中度と商業性の高いメデ

ィアが過去数年，環境意識向上の条件を悪化さ

せてきた。

能力発展は大学においても観察できる。しか

し大学は長い間，汚染産業に知識を提供してき

ており，幾つかの国々では政府の方針に従い(そ

して対応する研究予算に応じ)，比較的遅くによ

うやく新しいエコロジーのパラダイムに転換し

た。

環境ビジネス部門の発展もまた能力形成過程

の構成要素とみなすことができる。環境ビジネ

ス部門は最初はエコ産業のみで形成されたが，

やがてコンサルタント会社や保険会社，独自の

環境保護組織を有する先駆環境企業も含むよう

になってきた(以上を要約すると環境対処能力

の発展段階は環境保護の担い手となるアクター

との関連で以下のようになる)。

環境対処能力の発展段階:環境保護の担

い手となるアクター

1.環境政策政府機関

(1) 環境中央省庁がない。

(2) 環境中央省庁あるが弱く，孤立。

(3) 全レベル(地方自治体含む)で環境担

当機関が制度化。

(4) 他の大半の省に環境部局設立。

(5) 中央環境計画。

2.環境保護団体

(1) 地域に局限された組織が大半。全国規

る
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(3) 強力で高度な能力をもっ環境保護団体

が政治的決定に諮問的役割を果たして

いる

(4) 環境保護団体が産業界でも諮問的役割

を果たしている。

3. マスメディア

(1) 環境の状態に関する報道が少なしあ

るとしても官庁による報告が大半。

(2) 幾つかの批判的なメディアが環境問題

を報道するが，主流のメディアは抵抗

(3) 環境問題が一般的に全てのメディアで

報道される。

(4) 紙・誌上で汚染者に対する直接攻撃を

メディアが頻繁に行う。

4.環境ビジネス部門

(1) 環境利益が経済界で表出されることが

まれ。

(2) 環境利益が主にエコ産業(浄化技術の

生産者)によって表出される。

(3) 環境利益が環境ビジネスを専門に扱う

組織によって表出される。

(4) 先駆環境企業(例えば貿易会社や保険

会社)が経済全体に強い影響力をもっ

6. 2. アクターの配置状況の変化

最近，環境政策・管理の能力形成もまた，ア

クターの配置状況という観点から観察されるよ

うになってきた (Knoepfel1993)。これについ

てはアメリカ合衆国における発展を例に述べる

ことができる(Hoffman1994)。

第一段階(1960-70)では産業はその制度的活
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動領域の中で比較的独立的に行動することがで

きた。第二段階 (1970-82)になって国家が，環

境保護組織からの圧力を受け，産業の活動領域

に介入した。第三段階(1982-88)では，レーガ

ン政権の下，国家と産業が環境保護組織からの

圧力を共に受けながら協調した。第四段階(1988

年以降)になりようやく，国家と産業が部分的

にではあるが環境保護低織を協調関係の中に統

合し始めた。同時に，保険会社や「緑の」資本

家や先駆環境企業といった，市場内における環

境保護の担い手が影響力を持ち始めた。

アクターの配置状況の向上による，この種の

能力形成はドイツやその他の先進諸国について

も示すことができるだろう(図2参照)。

6. 3. アクターの行為を拘束するシステム要

因

機会構造，言い換えれば環境保護の担い手に

入手可能なシステム内の総資源もまた，典型的

な発展パターンを示す。

政治システムの参加能力と統合能力は通常，

環境政策の発展過程を通じて向上してきた。参

加能力の典型的な発展は以下のように要約する

ことができる。

参加能力の発展

(1) 参加が選挙に限られている。

(2) 特定施設の認可と都市計画に関する住

民の参加権が制度化される。

(3) 中央政府環境政策の策定への参加。

(4) エネルギ一政策や運輸政策といった環

境破壊政策分野の政策策定への参加。

(5) 環境に関わりのある長期計画策定への

参加。

決定的に重要な段階は(おそらく)，政策案が

代表制民主機関によって正式に決定される前

に，環境破壊政策分野における事実上の意思決

図2 ドイツにおけるアクターの配置状況とパラダイ
ムの変化

第一段階(1969-74): '希釈」

国家 一→ 産業

第二段階(1974-82): '希釈プラス末端処理」

国家 -→ 産業

へ
環境保護団体

第三段階(1983-87): '末端処理の徹底化」

国家 ←→ 産業

ヘ ノ
環境保護団体，

メディア

第四段階(1988-94): 'エコロジー的近代化」
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定を行ってしまう一般的に閉鎖的な政策ネット

ワークを開放することである。アメリカ合衆国

公益事業委員会の多元的構造はそうした高次の

参加がみられる一例である。

一方，政府内で統合能力を発展させる過程は

次のような典型的な段階を経るものとして要約

することができょう。

政府の統合能力の発展

(1) 追加的に設置された環境担当機関のみ

で，所轄領域もばらばら。

(2) 政策内調整。

(3) 幾っか特定の問題に関する政策間協

調。
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(4) 環境に関わりのある全省庁・官庁に環

境部局設置。

(5) 長期的な部門間計画策定を含む戦略的

政策間協調。

また，環境立法は環境保護の担い手に特別の

手段を提供する。環境政策の高次段階ではさら

に準法的慣行や規範の体系が確立される。

知識の普及する範囲と知識の構造(パラダイ

ム)も能力発展のもう一つのレベルである。こ

の過程の幾つかの指標は以下の通りである。

能力強化の指標:環境に関する知識と意

識

1.(指導的パラダイムの指標としての)統

計

(1) データが散逸している，あるいは無関

係のデータが多い。

(2) データが主に大気と水の質に関するも

のである。

(3) 全国レベルの排出と固形廃棄物に関す

るデータも揃っている。

(4) 重要な物質フロー(例えば重金属)に

関するデータもある。

(5) 全国レベルの物質収支，いわば環境

GDPに関するデータもある。

2.科学研究

(1) 汚染問題に関する体系的な研究が行わ

れていない。

(2) 中立的な環境研究機関が数少ない。特

に専門的な基準に関して争いがある。

(3) I生産主義的J研究ノfラダイムと優先

順位の侵食。

(4) 環境が大学や研究機関で重要テーマと

なる。

7.環境問題対処能力はどうすれば向上できる

か

これまで私は，能力強化の概念が環境政策・

管理を分析する際の発見法的道具として有効な

ものとなりえることを明らかにしてきた。しか

しそのような能力はどうすれば現在の水準を超

えて発展させることができるのだろうか。

これについては今後さらに研究が必要にな

る。特に持続的環境政策を制約する条件に関す

る研究はなおのこと必要である。

政府の失敗は次のような産業的利権の配置状

況に関して規則的に観察できる。すなわち，

(1) 建設業複合体(建設産業，地方政府，銀行，

地価の上昇に利権をもっ他の全ての機関を含

み，物質資源と土地の最大部分を利用し，固

形廃棄物の大半と物資輸送の大部分の原因と

なる)。

(2) 運輸業複合体(自動車製造企業と石油産業，

道路建設業などの連合)。

(3) エネルギー産業複合体(一次エネルギー開

発多国籍企業，電力公社，強力なエネルギー

集約基幹産業)。

(4) 農業化学複合体である。

エコロジーの観点から持続的な発展はこれら

の産業部門における末端処理型対策やエコロジ

ー的近代化以上のものであり，これらの産業部

門の社会的役割や重要性自体を変えることを意

味している。しかもこの種の介入に対応するた

めの適切な対処能力はまだ存在しない。したが

ってそれが実行可能かどうか懐疑的な見方にも

一理ある。しかし1970年の時点を振り返ってみ

ると，現在我々が到達している環境政策能力を

あの頃誰が想像できただろうか。

今日工業化諸国では環境保護のための介入を

行う4つの大きな部門がある。すなわち，

(1) 環境保護の特別政府機関。

(2) 市民社会(国家と市場以外の公共領域)。

(3) I緑の」ビジネス部門。

(4) 国際社会。これは過去数年の聞にようやく，
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指導的な工業化諸国とは独立に，独自の能力

とダイナミクスを発展させてきた。

以上4つの部門はどれもその環境的介入能力

を増大させる注目すべき潜在力を有している。

(1) 国家は「衰退する」どころか，むしろネツ

トワークのシステムにおいてさらに戦略的な

役割を果たすことができるし，租税制度の改

革や技術革新の刺激，最低限の環境質の確保，

もっと包括的な目標の設定を行い，さらに企

業や都市といった分権化の相手であるアクタ

ーに細目を委ねることもできる。[国家にとっ

て]必要なのはおそらく，未解決の問題に関

して新しい能力を開発し，最も重大な制約を

認識し，最も強力な汚染者集団にも責任を内

面化させるための条件をっくり出すことであ

る。その際一つの戦略的なステップは，環境

利益の代表者に対し伝統的に閉鎖的であった

汚染者の政策ネットワークを，開放すること

であろう。

(2) 市民社会は自己組織化の在り方を改善する

ことができるだろう。環境NGOは互いと共通

の戦略能力を制度化し，例えば特定の時点で

敵対と交渉のどちらの方が良い解決策か，と

いった問題について，より広い社会基盤に基

づいて意思決定を下すことができるだろう。

またNGOの制度的及び物質的インフラスト

ラクチャーを政府が改善することもできる。

さらに一般市民社会は以前よりもはるかに，

地球規模の市民社会の一部であるという自己

認識をもつことができる。

(4) 最後に，国際環境体制は， NGOを制度的に

統合し，台頭する「地球市民社会」への依存

を強め，あるいは発展途上国の利益を配慮し

工業化諸国による環境問題の地球規模での外

部化を防ぐことによって，その行為領域を拡

大することができる。

もし発展には危機の試練が必要であるという

エリクソンの考えが環境政策・管理にもあては

まるのだとすれば，著しく高水準の問題解決能

力の制度化へとつながる危機を我々は必要とし

ているのかもしれない。地球環境問題に関して

我々は一種の革命的状況を必要とさえしている

のかもしれない。最も民主的な意味での「環境

革命Jは一種の爆発的な政策学習や政策伝播，
政策適用として考えることができるだろう。そ

れは実際のところもうすでによく知られ受け入

れられていることがらに関して急激に形成され

るコンセンサスである。しかしこのコンセンサ

スは， I封建的な」制度の硬直性を明確に差し示

す合図を待っているのである。我々がいるのは

これに似た状況であるように思われる。

しかしながら世界の多くの国々が革命を予知

して改革を行う伝統をもっていることを忘れて

はならない。

解説

「持続的発展」の提起にもかかわらず，環境

政策はいま足踏み状態にある。

それは， I持続的発展」の概念の多義性にもよ

るが，地球環境問題の具体的解決のための政策

(3) I緑の」ビジネス部門は，産業内における 課題を遂行する方法と条件が明確になっていな

エコロジー的近代化の潜在力が政府の想像以

上に大きいことを実証してきた。貿易会社に

始まり(消費者への対応を経て)基幹産業に

終わる，生産連鎖の環境に配慮した管理は，

政府の能力を超えた新しい種類の環境的介入

であり，大きな改善の余地を有している。

いことも原因の 1つである。環境政策を前進さ

せるための条件分析が求められる所以である。

ここに紹介するマーティン・イェニッケ教授

は，早くから環境政治学の立場から，この問題

に取り組んできた。 1986年に設立されたベルリ

ン自由大学政治学科の環境政策研究所所長のイ

ェニツケ教授は， ドイツ社会民主党の綱領的立
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場ともなっている「エコロジー的近代化jを提

唱した研究者としてドイツで知られており，日

本では， r国家の失敗j(三嶺書房， 1992年)の
著者として知られている。

1990年代に入って，イェニッケ教授と環境政

策研究所は，共同研究『構造転換のエコロジー

的側面j(Umweltentlastung durch industrial-

len Strukturwandel?， edition sigma， 1992， 

長岡延孝・長尾伸一氏による紹介『大阪経大論

集』第44巻第6号， 1994年)， r成功した環境政策』
(Successful Environmental Policy， edition 

sigma， 1995)， r産業国家の環境政策J
(Umweltpolitik der Industrielander， edition 

sigma， 1996，長岡延孝・長尾伸一氏による紹介

『大阪経大論集』第45巻第3号， 1994年)等で，

環境政策の国際比較の研究成果を次々と発表し

てきた。本稿は，これらの環境政策の国際比較

から導き出された結論を理論化するための概念

装置化の試論としての性格をもっている。

訳者がこれに注目したのは次の理由による。

1 政治学のカテゴリー(アクター，戦略，状

況的文脈，問題構造，経済実績等)を駆使し

て， 環境政策過程のモデルを提示している

占，

2 I環境問題対処能力J(environmental 
capacity)概念を提起し，アクターと機会構

造，枠組み条件等を分析し，国際比較の用具

を提示している点，

3 I能力強化J(capacity building)概念を提
起し，今後の環境政策の方向性を示している

点である。環境管理のための「能力強化」は

これまで途上国についていわれてきたが，こ

れを先進国の問題として提起している点が重

要である。

イェニッケらによる一連のプロジェクトのな

かで，この論文がもっ特色は，構造的枠組み条

件とアクターの構成及び相互関係に注目する点

にある。この 2点はこの論文の図 1及び図2と

してモデル化が試みられている。同時に，制度

的もしくは構造的条件の拘束下で合理的に行動

するアクターという視角は，政治的アクターの

相互関係(国家と社会の関係)への注目ととも

に， 1970年代以来の比較政治(経済)学全体を

貫く主題でもある。したがってこの論文を読む

と最近の比較政治(経済)学の様々な領域，例

えば政治発展論，コーボラテイズム論，社会運

動論，価値変動論などからの影響が見て取れる。

それゆえまた見方を変えれば，比較政治(経済)

学の様々な部分領域で行われてきた議論を環境

政策の成功失敗に寄与する条件という視角から

位置付けようとしたのがこの論文であるともい

えよう。その意味でこの論文は環境政策の研究

者のみならず，環境問題と政治・経済・社会シ

ステムとの関係に注目する様々な関連領域の研

究者にとって興味深いものであろう。

しかしそのことは同時に，この論文の弱点と

もなっている。この論文の第1節にも述べられ

ているように，イェニツケは環境保護能力の概

念を政府政策よりもはるかに広く，社会全体の

環境問題対処能力として規定している。しかし

このように包括的なアプローチをとるゆえ，こ

の論文を構成する個々の議論は必ずしも強いも

のとはいえない。この論文に含まれている，環

境政策の成功失敗を条件づけるシステム要因に

関する諸命題がどことなく雑然とした未整理も

しくは不整合の印象を与えるのはアプローチの

包括性によるものである。もちろんそのことは，

イェニツケも重々承知していて， I能力」の概念

を厳密に操作化することが困難であることを本

文の中で認めている。この論文の性格が大ブロ

ジェクトの中間報告的なものであることを勘案

すれば，個々の論拠の弱さで著者を攻めるのは

酷かもしれない。むしろ大胆な試みに拍手を送

っておくべきであろうか。

しかしもちろん，これとは別の観点からの批

判も可能である。例えば，著者のモデル化・理

論化の試みは依然として国民国家を単位とした

比較に基づいており，世界規模の環境問題や

NGOの活動を分析するには不十分であるとい

う批判がありえよう。またより根源的には， I環
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境にやさしいJ経済発展がありうるという前提
に基づく「エコロジー的近代化」路線，イェニ

ツケの言葉を借りれば「実際的」で「現実主義的J
アプローチが，例えば消費自体の抑制には結び

付かず，むしろ社会全体の構造転換の妨げとな

るのではないかという，ラデイカル・エコロジ

ストの立場もあろう。さらに日本との関連でい

えば，産業汚染に焦点を合わせるイエニッケの

ようなアプローチは1970年代以降の日本の経済

政策が環境に及ぼした肯定的な間接的効果を過

大評価しがちであり，エネルギー政策や自然保

護，海洋資源保護などの領域で日本の行動が賞

賛に値してこなかったという事実を過小評価し

ているのではないか，という議論もありえよう。

この他にも批判点は幾つも提出することが可

能であろう。しかし批判点の多さは，先に触れ

た，この論文のスコープの広さにも関係がある。

この論文を契機に，アプローチ自体の批判も含

め環境政策に関する議論が活性化されることを

訳者は期待している。
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